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1　課題設定
本稿で取り上げる地域資料とは、図書館法が規定する郷土資料と地域行
政資料を中心として、民間で出版された最新の書籍や逐次刊行物までを含
んでいる。周知のとおり「地域資料」の概念は 1960年代に提唱され1、の
ちに三多摩郷土資料研究会の活動 2等を通じて図書館界に定着した。また文
書館関係者も 1980年代に「地域史料」という考え方を提唱している3。そ
れを踏まえて本稿は、図書館・博物館・文書館（LMA）が扱う地域に関す
る諸資料群を広く含む概念として地域資料を理解する。
本稿の目的は、東日本大震災で発生した原子力災害の被災地における地
域資料の保全について、その現状と課題を提示することにある。ここで言
う資料の保全とは、大災害の被災地などから資料を移動させて滅失の危険
を回避し、必要に応じ修復措置を施してその後の保存利用態勢を構築する
ための端緒となす行為を指している。
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2東日本大震災発生から 5年が経とうとする現在、被災地における LMA
の復興状況には地域ごとに大きな格差が顕在化している。特に、東京電力
福島第一原子力発電所事故によって全住民が避難を余儀なくされている福
島県浜通り地域は、今も広範に帰還困難区域（高線量のため国が原則立入
禁止とした地域）が設定されており施設の復興に着手する段階に至ってい
ない。そのため各自治体では避難先での活動や収蔵資料保全の活動を行っ
ている。だが、それらの努力が一般に知られる機会は極めて少ない。
原子力災害被災自治体の図書館に関わる状況が広く知られた機会として、
2012年 11月 10日に福島県立図書館で開催された「福島県の図書館を考え
るシンポジウム」は最も早い時期の取り組みだろう。当日の報告内容の一
部は『図書館雑誌』4『図書館評論』5に掲載され、その後もインタビュー記
事や現地調査報告が発表されている6。
博物館・文書館関係では、2011年 7月 30日に国立歴史民俗博物館で開
催された特別集会「被災地の博物館に聞く」における本間宏氏の報告が最
も早い7。浜通り地域を中心に福島県内各地の被災状況が初めて明らかになっ
たのは、2013年 2月 3日に福島県文化センターで開催されたシンポジウム
「ふくしま再生と歴史・文化遺産」で 8、その後も関連報告が出されている9。
この間、筆者が所属する筑波大学図書館情報メディア系は、2013年 6月
1日付で「福島県双葉町教育委員会と国立大学法人筑波大学図書館情報メ
ディア系との震災関係資料の保全及び調査研究に関する覚書」を締結し、
双葉町で作成・収受された東日本大震災関係資料の保全と調査研究事業を
進めてきた10。また 2013年 8月以降、双葉町歴史民俗資料館の収蔵資料を
旧警戒区域外へ搬出する作業に参加するとともに、その後も双葉町域の被
災資料や震災関係資料の調査、救出・保全、調査研究に従事している。
以下では、筆者がこれらの活動の過程で接してきた、双葉町の図書館や
歴史民俗資料館所蔵の地域資料の現状につき、町役場及び町民の避難経緯
を踏まえて紹介する。また最近取り組みが始まった民間所在の歴史資料の
保全活動を紹介し、今後の課題を考える。
32　双葉町の避難と地域資料の保全
双葉町の避難経緯については別に報告したので11、ここでは本稿の主題に
関連する限りで概略を述べておく。
双葉町で地域資料を収蔵してきた公共施設は、双葉町図書館（1983年開
館）と双葉町歴史民俗資料館（1991年開館）である。2011年 3月 11日夕
方、双葉町役場は福島第一原子力発電所における緊急事態発生を受けて双
葉町役場庁舎、双葉中学校、双葉北小学校、各地区のコミュニティセンター
など十数か所に避難所を設置し、少なくとも計 2,500人以上の町民が避難
所に集まって一夜を過ごした。このとき図書館と歴史民俗資料館には避難
所が設置されなかった。
翌 3月 12日朝に町役場と全町民は県内の伊達郡川俣町へ移動した。同月
19日には当時の町長の決断により福島県外へ避難、埼玉県さいたま市のさ
いたまスーパーアリーナへ移動して避難所を設置し 10日間滞在した。この
避難所では、さいたま市立北浦和図書館の協力を得て図書館活動が展開さ
れたという12。さらに町役場と全町民は同月 30日と 31日の 2日間をかけて
同県加須市の旧騎西高等学校校舎へ移り、ここに双葉町役場埼玉支所と旧
騎西高校避難所が設置された。旧騎西高校避難所では図書館活動が展開さ
れ、施設内の図書コーナーに各地からの寄贈本が並べられた。町役場機能
は 2013年 6月に福島県いわき市内へ移転、東日本大震災における最後の避
難所となった旧騎西高校避難所は 2014年 3月に閉鎖された。
大震災の当日、双葉町図書館は特別整理のため休館で利用者はいなかっ
たという13。地震により開架図書の大半が落下したが、建物自体に大きな損
壊等は見られなかった。職員は直ちに災害支援業務に携わり、翌朝には町
外へ出発したため館内の復旧作業には着手できなかった。その後、町教育
委員会からの要請を受けて 2015年 3月に東京電力社員が書架の復帰及び館
内の清掃を実施した14。双葉町図書館では郷土関係者の手稿など貴重資料を
含む地域資料を収蔵しており、資料の一部は展示ケースに納められていた
が、現在は館内の安全な場所に保全されている。
双葉町歴史民俗資料館も地震直後には前庭に地割れが見られたが、建物
自体に大きな損壊等は見られなかった15。文化庁の主導により、館蔵資料を
4旧警戒区域外へ搬出するレスキュー活動が、2012年 9月から 2014年 1月
まで実施された。この結果、大半の収蔵品は旧相馬女子高校校舎の仮保管
所へ搬出され、さらに福島県文化財センター白河館まほろんへ移送されて、
現在も保管と整理作業が進められている。しかしそれ以前から、学芸員に
よる独自の資料救出作業は行われていた。当時、立入禁止のはずの旧警戒
区域内で盗難が頻発していたことや保存環境の悪化を考慮して、銃砲刀剣
資料と剥製資料が中心だったという。
現在の双葉町域は、帰還困難区域が 96％、避難解除準備区域（住民が帰
還するための環境整備を国が進める区域）が 4％を占めている。双葉町役場
は、2013年 6月に『双葉町復興町づくり計画（第一次）』を策定、2014年
3月にはそれに基づく実施計画を発表した。そこでは被災した文化財の保護
と継承が明記されているほか、「仮の町」における資料展示施設の計画も提
示されている。これらの計画に基づく貴重な地域資料の保全と活用は、故
郷から引き離された町民の心の拠り所として大きな意味を持つものであり、
今後の課題として期待される。
3　民間所在の地域資料保全活動
以上は、図書館と歴史民俗資料館が収蔵する地域資料の現状である。だ
が、双葉町域には旧家が伝えてきた貴重な文化財や地域資料が豊富に存在
し、その多くが今も帰還困難区域内に残されたままとなっている。また町
北東端の避難解除準備区域では復興祈念公園の整備事業が 2015年度から始
まり、2016年度には区域内に残る被災家屋の撤去も着手される可能性があ
る。家屋内には現在も貴重な資料が収蔵されていると思われ、早急な対応
が求められている。
また古文書等を代々収蔵してきた町内の旧家からも、避難先へ持ち出す
ことができない資料の保全を要望する声が挙がってきた。すでに持ち出さ
れた資料には、筆者も参加する茨城文化財・歴史資料救済・保全ネットワー
ク（茨城史料ネット）が整理に携わったものもある。そこで 2014年度、町
教育委員会と筑波大学は、要望のあった町民の立ち会いの下に、帰還困難
区域内にある家屋の中から資料を保全・搬出する活動を開始した。
5保全する資料が帯びている放射線量の上限は 1,300 cpmである16。数値
の根拠は、避難した町民が一時帰宅の際に区域外へ持ち出す私物について、
放射線量の基準値が 13,000 cpmだったことに基づき、その十分の一と低く
定めた。実際は、町教育委員会では 800 cpm以上の資料を搬出しなかった。
歴史民俗資料館内で収蔵されていた資料のほとんどは 100～ 300 cpmの範
囲に止まった。帰還困難区域内における放射線量の測定値は、資料自体が
帯びている線量のほか空気中に存在する放射性物質の影響を受けているの
で、区域外へ搬出した資料の線量を再測定すると数値はさらに低くなった。
旧家が収蔵していた資料は、母屋や土蔵・石蔵の中に納められていた。
放射性物質は原子炉建屋の爆発によって空気中に飛散したので、外気に直
接接触しない屋内で保管されていれば、一般に高い線量は測定されない。
これまで屋内から保全した資料の測定値は、歴史民俗資料館の収蔵庫内の
資料と比較しておおむね大差なかった。もっとも、大地震から数年を経過
する内に劣化して倒壊する家屋が少なくない。その結果、外気に晒された
資料の中には上限値を超えるものがあり、それらは保全を断念せざるを得
なかった。
区域内で保全された民間資料は、現在は歴史民俗資料館で一時保管して
いる。文化庁主導のレスキュー活動で収蔵資料が区域外へ搬出された跡の
館内スペースを活用している。保全された資料には、20年以上前の双葉町
史編さん事業で調査されたものがあるが、資料の目録は作成されていない。
再調査と目録作成が今後の課題である。
4　展望
東日本大震災で被災した図書館の地域資料を救出する活動は、津波被害
を受けた岩手県陸前高田市立図書館の事例がよく知られている17。特に岩手
県指定有形文化財「吉田家文書」は、今回紹介した双葉町で救出した民間
資料と基本的に同種の資料であり、福島県浜通り地域の資料にも同様の措
置が行われることを切に希望している。
だが、その進展を阻んでいるのが、原子力災害に伴う放射性物質の存在
である。ちなみに双葉町の帰還困難区域における作業は、自主的に参加を
6希望したおおむね 40歳以上の専門家メンバー18で実施しており、大学の学
生・院生等は参加していない（させていない）。作業への参加の可否は、す
べて個々人の自主的判断に基づくことを申し添える。それでも、いわゆる
高線量地域における作業の実施については多くの異論があるところだろう。
また博物館・文書館関係者と図書館関係者の間には、資料の救出・保全
に対する認識の違いも明らかになってきている。資料の保全は、前者にお
いて将来への保存を想定した原資料の保全を重視する一方、後者において
現在の利用者を想定した利用態勢の整備（デジタル化など）を重視するよ
うである。この違いが、たとえば前者では文化財レスキュー活動の実施と
なり、後者では「放射性物質濃度は低いから良い、ということにはならない。
図書館資料の利用にあたっての心理的安心感の保障が必要である」という
発言19になるのだろうか。今後の利用のためのデジタル化も含め、今はまず
原資料を保全しなければ資料自体が滅失する危機にあるという現実を、こ
こでは指摘しておきたい。
双葉町を含め、原子力災害被災地の自治体では徐々に復興への歩みが始
まっている。その一環で、双葉町や富岡町では町民や町外のボランティア
と連携して、救出・保全された地域資料の整理作業が始まりつつある。こ
れらは地域復興と資料保全を連携させる新たな形の活動であり、稿を改め
て論じることとしたい。
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